
【機密性2情報】

公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

情報システムセキュリティ強化
対策一式

独立行政法人教員研修センター
理事長　髙岡　信也
茨城県つくば市立原３番地

平成28年3月4日
三菱スペース・ソフトウエア株式会社
営業本部第三営業部部長　清水　淳
茨城県つくば市竹園一丁目６番１号

本件は、「情報システム一
式」に含まれるセキュリティ
対策に追加して強化対策
を講じるものであり、「情報
システム一式」の契約の相
手方が総合的にシステム
構築を行う必要がある。
よって、センター会計規程
第４１条第１項第一号の契
約の性質又は目的が競争
を許さないときに該当する
ため

- 634,608 - 0

月額
５年契約
H28.4.1～
H33.3.31

平成28年度いじめの問題に関
する指導者養成研修（仙台会
場）に係る会場借上

独立行政法人教員研修センター
理事長　髙岡　信也
茨城県つくば市立原３番地

平成28年3月15日
株式会社ティーケーピー
代表取締役社長　河野　貴輝
東京都新宿区市谷八幡町8番地

教員研修センター会計規
程第４１条第１項第一号に
よる随意契約（公募） - 1,234,808 - 0

平成28年度いじめの問題に関
する指導者養成研修（福岡会
場）に係る会場借上

独立行政法人教員研修センター
理事長　髙岡　信也
茨城県つくば市立原３番地

平成28年3月15日
株式会社ティーケーピー
代表取締役社長　河野　貴輝
東京都新宿区市谷八幡町8番地

教員研修センター会計規
程第４１条第１項第一号に
よる随意契約（公募） - 1,130,412 - 0

オンライン教員研修システム
の保守及びクラウドサービス
利用一式

独立行政法人教員研修センター
理事長　髙岡　信也
茨城県つくば市立原３番地

平成28年3月25日

株式会社日立製作所
公共システム営業統括本部
文教情報営業部部長　宮脇　孝
東京都品川区南大井六丁目２３番１
号

本件は、「オンライン教員
研修システム」の安定運用
のために必要なサポート
体制を図り、迅速かつ適
切に対処を行うための保
守を実施させるものであ
り、「オンライン教員研修シ
ステムの導入業務一式」
の契約の相手方が著作権
を有するソフトウエアを使
用して設計を行ったもので
ある。よって、センター会
計規程第４１条第１項第一
号の契約の性質又は目的
が競争を許さないときに該
当するため

- 3,302,640 - 0

月額
５年契約
H28.4.1～
H33.3.31

公益法人の場合

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称及び

住所

随意契約によることとした
業務方法書又は会計規定
等の根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

様式３－４



【機密性2情報】

公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

公益法人の場合

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称及び

住所

随意契約によることとした
業務方法書又は会計規定
等の根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

統合システム保守一式
独立行政法人教員研修センター
理事長　髙岡　信也
茨城県つくば市立原３番地

平成28年3月25日
株式会社ニッセイコム
公共情報事業本部本部長　矢野　修
司　 東京都品川区大井１－４７－１

本件は、「統合システム」
の安定運用のために必要
なサポート体制を図り、迅
速かつ適切に対処を行う
ための保守を実施させる
のもであり、「統合システ
ム」の契約の相手方が著
作権を有するパッケージソ
フトに所要の機能追加・機
能拡張を行うなどして開発
を行ったものあり、プログ
ラムソースについても一般
に公開していない。よっ
て、センター会計規程第４
１条第１項第一号の契約
の性質又は目的が競争を
許さないときに該当するた
め

- 761,481 - 0
月額
３年契約

平成28年度教職員等中央研
修（中堅教員研修対象）におけ
る「リスクマネジメント研修」業
務

独立行政法人教員研修センター
理事長　髙岡　信也
茨城県つくば市立原３番地

平成28年3月29日

損保ジャパン日本興亜リスクマネジ
メント株式会社
代表取締役社長　角　秀洋
東京都新宿区西新宿1-24-1

本件については、平成28
年2月5日付け公告により
企画の公募を行い、審査
により、本契約の相手方
の企画を選定した。本企
画を具体化できる者は、企
画を提出した本契約の相
手方以外に存在しない。
よって、契約の性質が競
争を許さず、独立行政法
人教員研修センター会計
規程第４１条第１項第一号
に該当するため

- 4,653,180 - 0

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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